
５ 使用者が新労働基準法第三十二条の二から第三十二条の四第一項までの規定により

労働させることとしている労働者であって、平成九年三月三十一日においてその労働時

間について読替え後の新労働基準法第三十二条第一項の規定が適用されているものに関

しては、新労働基準法第三十二条の二の規定に基づく就業規則その他これに準ずるもの

による定めをしている一箇月以内の一定の期間、新労働基準法第三十二条の三の規定に

基づく同条の協定による定めをしている同条第二号の清算期間又は新労働基準法第三十

二条の四第一項の規定に基づく同項の協定による定めをしている同項第二号の対象期間

（以下この項において「新労働基準法による協定等の期間」という。）のうち同日を含

む新労働基準法による協定等の期間に係る労働時間については、読替え後の新労働基準

法第三十二条第一項の規定の例による。

６ 平成九年三月三十一日においてその労働時間について新労働基準法第百三十二条第

一項又は第二項の規定により読み替えて適用する新労働基準法第三十二条の四第一項又

は第三十二条の五第一項の規定が適用されている労働者に関しては、同日を含む新労働

基準法第百三十二条第一項の規定により読み替えて適用する新労働基準法第三十二条の

四第一項の規定に基づく同項の協定による定めをしている同項第二号の対象期間を平均

し一週間について又は同日を含む一週間について使用者が四十時間を超えて労働させた

ときにおけるその超えた時間（新労働基準法第三十七条第一項の規定の適用を受ける時

間を除く。）の労働については、新労働基準法第百三十二条第一項又は第二項の規定に

より読み替えて適用する新労働基準法第三十二条の四第一項又は第三十二条の五第一項

の規定の例による。

（有給休暇に関する経過措置）

第三条 新労働基準法第三十九条第一項及び第二項の規定は、六箇月を超えて継続勤務

する日がこの法律の施行の日（以下「施行日」という。）以後である労働者について適

用し、施行日前に六箇月を超えて継続勤務している労働者については、なお従前の例に

よる。この場合において、その雇入れの日が施行日前である労働者に関する同条第一項

及び第二項の規定の適用については、同条第一項中「その雇入れの日」とあるのは「労

働基準法及び労働時間の短縮の促進に関する臨時措置法の一部を改正する法律（平成五

年法律第七十九号）の施行の日（次項において「施行日」という。）」と、同条第二項

中「一年六箇月」とあるのは「施行日から起算して一年六箇月」と、「六箇月を」とあ

るのは「施行日から起算して六箇月を」とする。

２ 施行日前の育児休業等に関する法律（平成三年法律第七十六号）第二条第一項に規

定する育児休業をした期間については、新労働基準法第三十九条第七項の規定は、適用

しない。

（報告等に関する経過措置）

第四条 この法律の施行前に旧労働基準法第百十条の規定により行政官庁又は労働基準

監督官から要求のあった報告又は出頭は、新労働基準法第百四条の二の規定により行政

官庁又は労働基準監督官が命じた報告又は出頭とみなす。
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（労働時間短縮推進委員会の決議に係る労働基準法の適用の特例に関する経過措置）

第五条 新労働基準法第百三十一条第一項の規定が適用される間における同項に規定す

る事業に係る第二条の規定による改正後の労働時間の短縮の促進に関する臨時措置法第

七条の規定の適用については、同条中「第三十二条の四第一項及び第二項、第三十二条

の五第一項、第三十六条」とあるのは、「同法第百三十二条第一項の規定により読み替

えて適用する同法第三十二条の四第一項、同法第三十二条の四第二項、同法第百三十二

条第二項の規定により読み替えて適用する同法第三十二条の五第一項、同法第三十六条」

とする。

（罰則に関する経過措置）

第六条 この法律の施行前にした行為並びに附則第二条第一項及び第二項並びに第三条

第一項の規定によりなお従前の例によることとされる事項に係るこの法律の施行後にし

た行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。

（政令への委任）

第七条 附則第二条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に伴い必要な経

過措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。

附 則 （平成五年一一月一二日法律第八九号） 抄

（施行期日）

第一条 この法律は、行政手続法（平成五年法律第八十八号）の施行の日から施行する

（諮問等がされた不利益処分に関する経過措置）

第二条 この法律の施行前に法令に基づき審議会その他の合議制の機関に対し行政手続

法第十三条に規定する聴聞又は弁明の機会の付与の手続その他の意見陳述のための手続

に相当する手続を執るべきことの諮問その他の求めがされた場合においては、当該諮問

その他の求めに係る不利益処分の手続に関しては、この法律による改正後の関係法律の

規定にかかわらず、なお従前の例による。

（罰則に関する経過措置）

第十三条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例

による。

（聴聞に関する規定の整理に伴う経過措置）

第十四条 この法律の施行前に法律の規定により行われた聴聞、聴問若しくは聴聞会（不

利益処分に係るものを除く。）又はこれらのための手続は、この法律による改正後の関

係法律の相当規定により行われたものとみなす。

（政令への委任）
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第十五条 附則第二条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関して必要

な経過措置は、政令で定める。

附 則 （平成九年三月三一日法律第一七号）

この法律は、公布の日から施行する。

附 則 （平成九年六月一八日法律第九二号） 抄

（施行期日）

第一条 この法律は、平成十一年四月一日から施行する。

附 則 （平成一〇年九月三〇日法律第一一二号） 抄

（施行期日）

第一条 この法律は、平成十一年四月一日から施行する。

附 則 （平成一一年七月一六日法律第八七号） 抄

（施行期日）

第一条 この法律は、平成十二年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規

定は、当該各号に定める日から施行する。

一 第一条中地方自治法第二百五十条の次に五条、節名並びに二款及び款名を加える

改正規定（同法第二百五十条の九第一項に係る部分（両議院の同意を得ることに係る

部分に限る。）に限る。）、第四十条中自然公園法附則第九項及び第十項の改正規定（同

法附則第十項に係る部分に限る。）、第二百四十四条の規定（農業改良助長法第十四

条の三の改正規定に係る部分を除く。）並びに第四百七十二条の規定（市町村の合併

の特例に関する法律第六条、第八条及び第十七条の改正規定に係る部分を除く。）並

びに附則第七条、第十条、第十二条、第五十九条ただし書、第六十条第四項及び第五

項、第七十三条、第七十七条、第百五十七条第四項から第六項まで、第百六十条、第

百六十三条、第百六十四条並びに第二百二条の規定 公布の日

（新地方自治法第百五十六条第四項の適用の特例）

第百二十二条 第三百七十五条の規定による改正後の労働省設置法の規定による都道府

県労働局（以下「都道府県労働局」という。）であって、この法律の施行の際第三百七

十五条の規定による改正前の労働省設置法の規定による都道府県労働基準局の位置と同

一の位置に設けられているものについては、新地方自治法第百五十六条第四項の規定は、

適用しない。

（職業安定関係地方事務官に関する経過措置）
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第百二十三条 この法律の施行の際現に旧地方自治法附則第八条に規定する職員（労働

大臣又はその委任を受けた者により任命された者に限る。附則第百五十八条において「職

業安定関係地方事務官」という。）である者は、別に辞令が発せられない限り、相当の

都道府県労働局の職員となるものとする。

（地方労働基準審議会等に関する経過措置）

第百二十四条 この法律による改正前のそれぞれの法律の規定による地方労働基準審議

会、地方職業安定審議会、地区職業安定審議会、地方最低賃金審議会、地方家内労働審

議会及び機会均等調停委員会並びにその会長、委員その他の職員は、相当の都道府県労

働局の相当の機関及び職員となり、同一性をもって存続するものとする。

（国等の事務）

第百五十九条 この法律による改正前のそれぞれの法律に規定するもののほか、この法

律の施行前において、地方公共団体の機関が法律又はこれに基づく政令により管理し又

は執行する国、他の地方公共団体その他公共団体の事務（附則第百六十一条において「国

等の事務」という。）は、この法律の施行後は、地方公共団体が法律又はこれに基づく

政令により当該地方公共団体の事務として処理するものとする。

（処分、申請等に関する経過措置）

第百六十条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定については、当該各規定。以下こ

の条及び附則第百六十三条において同じ。）の施行前に改正前のそれぞれの法律の規定

によりされた許可等の処分その他の行為（以下この条において「処分等の行為」という。）

又はこの法律の施行の際現に改正前のそれぞれの法律の規定によりされている許可等の

申請その他の行為（以下この条において「申請等の行為」という。）で、この法律の施

行の日においてこれらの行為に係る行政事務を行うべき者が異なることとなるものは、

附則第二条から前条までの規定又は改正後のそれぞれの法律（これに基づく命令を含

む。）の経過措置に関する規定に定めるものを除き、この法律の施行の日以後における

改正後のそれぞれの法律の適用については、改正後のそれぞれの法律の相当規定により

された処分等の行為又は申請等の行為とみなす。

２ この法律の施行前に改正前のそれぞれの法律の規定により国又は地方公共団体の機

関に対し報告、届出、提出その他の手続をしなければならない事項で、この法律の施行

の日前にその手続がされていないものについては、この法律及びこれに基づく政令に別

段の定めがあるもののほか、これを、改正後のそれぞれの法律の相当規定により国又は

地方公共団体の相当の機関に対して報告、届出、提出その他の手続をしなければならな

い事項についてその手続がされていないものとみなして、この法律による改正後のそれ

ぞれの法律の規定を適用する。

（不服申立てに関する経過措置）

第百六十一条 施行日前にされた国等の事務に係る処分であって、当該処分をした行政

庁（以下この条において「処分庁」という。）に施行日前に行政不服審査法に規定する
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上級行政庁（以下この条において「上級行政庁」という。）があったものについての同

法による不服申立てについては、施行日以後においても、当該処分庁に引き続き上級行

政庁があるものとみなして、行政不服審査法の規定を適用する。この場合において、当

該処分庁の上級行政庁とみなされる行政庁は、施行日前に当該処分庁の上級行政庁であ

った行政庁とする。

２ 前項の場合において、上級行政庁とみなされる行政庁が地方公共団体の機関である

ときは、当該機関が行政不服審査法の規定により処理することとされる事務は、新地方

自治法第二条第九項第一号に規定する第一号法定受託事務とする。

（手数料に関する経過措置）

第百六十二条 施行日前においてこの法律による改正前のそれぞれの法律（これに基づ

く命令を含む。）の規定により納付すべきであった手数料については、この法律及びこ

れに基づく政令に別段の定めがあるもののほか、なお従前の例による。

（罰則に関する経過措置）

第百六十三条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前

の例による。

（その他の経過措置の政令への委任）

第百六十四条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置

（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。

２ 附則第十八条、第五十一条及び第百八十四条の規定の適用に関して必要な事項は、

政令で定める。

（検討）

第二百五十条 新地方自治法第二条第九項第一号に規定する第一号法定受託事務につい

ては、できる限り新たに設けることのないようにするとともに、新地方自治法別表第一

に掲げるもの及び新地方自治法に基づく政令に示すものについては、地方分権を推進す

る観点から検討を加え、適宜、適切な見直しを行うものとする。

第二百五十一条 政府は、地方公共団体が事務及び事業を自主的かつ自立的に執行でき

るよう、国と地方公共団体との役割分担に応じた地方税財源の充実確保の方途について、

経済情勢の推移等を勘案しつつ検討し、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものと

する。

第二百五十二条 政府は、医療保険制度、年金制度等の改革に伴い、社会保険の事務処

理の体制、これに従事する職員の在り方等について、被保険者等の利便性の確保、事務

処理の効率化等の視点に立って、検討し、必要があると認めるときは、その結果に基づ

いて所要の措置を講ずるものとする。
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附 則 （平成一一年一二月二二日法律第一六〇号） 抄

（施行期日）

第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成十三年一月六日から施行する。

附 則 （平成一三年三月三一日法律第二五号）

この法律は、公布の日から施行する。ただし、第十七条第一項及び第二項並びに第十九

条の改正規定は、平成十三年四月一日から施行する。

附 則 （平成一三年四月二五日法律第三五号） 抄

（施行期日）

第一条 この法律は、平成十三年十月一日から施行する。

附 則 （平成一五年七月四日法律第一〇四号） 抄

（施行期日）

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定め

る日から施行する。

附 則 （平成一七年一一月二日法律第一〇八号） 抄

（施行期日）

第一条 この法律は、平成十八年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規

定は、当該各号に定める日から施行する。

二 第四条中労働時間の短縮の促進に関する臨時措置法附則第二条を削り、同法附則第

一条の見出し及び条名を削る改正規定並びに附則第十二条の規定 公布の日

（労働時間の短縮の促進に関する臨時措置法の一部改正に伴う経過措置）

第六条 施行日前に第四条の規定による改正前の労働時間の短縮の促進に関する臨時措

置法（以下「旧時短促進法」という。）第七条に規定する労働時間短縮推進委員会でそ

の委員の五分の四以上の多数による議決により同条に規定する労働時間に関する規定に

規定する事項について行われた決議は、第四条の規定による改正後の労働時間等の設定

の改善に関する特別措置法（以下「労働時間等設定改善法」という。）第七条第一項に

規定する労働時間等設定改善委員会でその委員の五分の四以上の多数による議決により

同項に規定する労働時間に関する規定に規定する事項について行われた決議とみなす。

第七条 施行日前に旧時短促進法第八条第一項の規定により承認を受けた労働時間短縮

実施計画（旧時短促進法第九条第一項の規定による変更の承認があったときは、その変
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更後のもの）又はこの法律の施行の際現に旧時短促進法第八条第一項若しくは第九条第

一項の規定によりされている承認の申請は、それぞれ労働時間等設定改善法第八条第一

項の規定により承認を受けた労働時間等設定改善実施計画又は同項若しくは労働時間等

設定改善法第九条第一項の規定によりされている承認の申請とみなす。

第八条 旧時短促進法第十四条第二項に規定する労働時間短縮支援センター（以下「労

働時間短縮支援センター」という。）がこの法律の施行の際現に有する権利及び義務の

うち、旧時短促進法第十七条第一項に規定する業務の遂行に伴い労働時間短縮支援セン

ターに属するに至ったもの（資産にあっては、政令で定めるものに限る。）は、この法

律の施行の時において国が承継する。

２ 前項の規定による国への資産の承継に関し必要な事項は、政令で定める。

第九条 旧時短促進法第二十条の規定による報告で、施行日前に行われていないものに

ついては、なお従前の例による。この場合において、同条の規定による報告は、厚生労

働大臣に対して行うものとする。

第十条 労働時間短縮支援センターの施行日の前日を含む事業年度に係る事業報告書、

貸借対照表、収支決算書及び財産目録の作成については、厚生労働大臣が従前の例によ

り行うものとする。

（罰則の適用に関する経過措置）

第十一条 この法律（附則第一条第一号に掲げる規定については、当該規定）の施行前

にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例によることとされる場合におけるこ

の法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。

（その他の経過措置の政令への委任）

第十二条 附則第二条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関し必要と

なる経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。

（検討）

第十三条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、新労働安全衛生法

の施行の状況を勘案し、必要があると認めるときは、新労働安全衛生法の規定について

検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。

附 則 （平成二〇年一二月一二日法律第八九号） 抄

（施行期日）

第一条 この法律は、平成二十二年四月一日から施行する。
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